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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象物に光束を照射する光源と、
　この光束が入射されるのに伴い測定対象物で回折されて生じた０次回折光および１次回
折光を含む光束を２つの光束にする分離素子と、
　分離素子により分割された一方の光束を構成する各回折光の内の一部の光束の進行を遅
延させる第１の遅延素子と、
　第１の遅延素子で一部遅延した０次回折光と１次回折光とを相互に干渉させた状態で、
２つの部分に分けて検出する一対の分割受光素子を備えた第１の受光素子と、
　分離素子により分割された他方の光束を構成する各回折光の内の一部の光束の進行を第
１の遅延素子と異なる位相で遅延させる第２の遅延素子と、
　第２の遅延素子で一部遅延した０次回折光と１次回折光とを相互に干渉させた状態で、
２つの部分に分けて検出する一対の分割受光素子を備えた第２の受光素子と、
　第１の受光素子の一対の分割受光素子でそれぞれ位相が相違されつつ検出される２種類
の受光出力の電気信号間及び、第２の受光素子の一対の分割受光素子でそれぞれ位相が相
違されつつ検出される２種類の受光出力の電気信号間の和や差の出力値を検出する出力和
差検出部と、
　を含む光学的距離計測装置。
【請求項２】
　前記分離素子が、光束の照射光軸に対して傾きを有した傾斜光軸上に配置される請求項
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１記載の光学的距離計測装置。
【請求項３】
　前記分離素子が、
　測定対象物を透過するのに伴い回折された０次回折光および１次回折光を含む光束を平
行光束とするレンズと、
　前記光束を２つの光束に分割するビームスプリッターと、
　により構成される請求項１または２に記載の光学的距離計測装置。
【請求項４】
　前記第１の遅延素子及び第２の遅延素子が、1/4波長板或いは1/2波長板とされて、光束
の位相を９０度或いは１８０度遅延させる請求項１から３のいずれかに記載の光学的距離
計測装置。
【請求項５】
　前記第１の遅延素子及び第２の遅延素子が、回折格子とされて、光束の位相を９０度或
いは１８０度遅延させる請求項１から３のいずれかに記載の光学的距離計測装置。
【請求項６】
　第１の遅延素子と第１の受光素子との間および、第２の遅延素子と第２の受光素子の間
に、プリズムがそれぞれ配置されていて、
　第１の受光素子及び第２の受光素子で０次回折光及び１次回折光を検出する前に、この
プリズムにより０次回折光と１次回折光とを相互に干渉させる請求項１から５のいずれか
に記載の光学的距離計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザー光の照射により表面状態のプロファイルや細胞等の表面状態の計測
や観察を極めて高い分解能で実現させる光学的距離計測装置に関し、顕微鏡等の光学機器
の分解能を向上させ、かつ、レンズにより取得された欠落された空間周波数情報を正確に
再現することにより行路差情報等の観察や計測を定量的に正確に行う装置に好適なもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　従来の光学的顕微鏡では、回折限界以下の測定対象物を観測したり計測したりすること
が出来なかった。これに代わるものとして、プローブ顕微鏡（STM,AFM,NFOS等）や走査型
電子顕微鏡等が開発され、多くの分野で使われている。この走査型電子顕微鏡は、走査電
子プローブとしてきわめて細いビームを用いているので、分解能が高く、焦点深度が光学
顕微鏡に比べて著しく大きい。しかしながら、細胞のように導電性の低い測定対象物の観
測には、測定対象物である試料に導電性のよい白金パラジウムや金をコートする必要性が
ある。このため、細胞自体の破損を伴うことが多く、当然のことながら生きたままの細胞
を観測、計測することは、不可能であった。
【０００３】
　また、プローブ顕微鏡は、測定対象物に対して近接して配置されたプローブをさらに接
近させ、原子間力やトンネル電流、光近接場等を利用して、測定対象物との距離を計測す
るものである。しかしながら、プローブを高速に移動させることは困難であり、かつ、測
定対象物との距離が非常に近いので取り扱いが難しく、さらに２次元的な情報を取得する
までに時間が膨大に必要であった。
【０００４】
　この一方、従来の光学的な行路差を検出する手段としては、共焦点顕微鏡やデジタルホ
ログラム顕微鏡等が知られている。
　前者の共焦点顕微鏡は、測定対象物にスポットを照射しそのスポットに対してピンホー
ルを介して共焦点位置に配置した受光素子にて受光した光量が最大になるように対物レン
ズ、または測定対象物を動かすことにより、測定対象物の高さ情報や行路差情報を取得し
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ていた。
　また、後者のデジタルホログラム顕微鏡は、測定対象物に対して略平行なレーザー光を
照射し、測定対象物で回折された光を対物レンズにて集光し、レファランスとなる平面波
とＣＣＤ等のエリアセンサ上にて干渉させてホログラムを作成し、この干渉縞を計算にて
解析することにより元の測定対象物からの波面を復元して、行路差情報を取得するもので
ある。
【０００５】
　ところが、前者の共焦点顕微鏡では、基本的にスポット内に位相分布があるとビームが
変形し誤情報となる。特に測定対象物が細胞等の屈折率変化など波面が位相的に変化する
ようなものに対しては、その値の信頼性は乏しいと言わざるを得ない。また、受光した光
量が最大になるように対物レンズや測定対象物を動かす必要性があるので、リアルタイム
性に欠けている。
【０００６】
　後者のデジタルホログラム顕微鏡では、対物レンズで回折された光を集光し、その波面
を再生して情報としているが、対物レンズで集光できる空間周波数は、対物レンズのＮＡ
によりカットオフ周波数が制限されると同時に、ＤＣからカットオフ周波数までほぼ線形
に取得できる周波数は減少していくことになる。いわゆるＭＴＦ曲線がこれにあたる。
　したがって、取得した波面情報は測定対象物が実際に有している空間周波数情報を全く
正確に反映しておらず、誤った行路差情報を与えていた。
【０００７】
　この一方、結像光学系の一部にフーリエ変換面を用意し、このフーリエ変換面に位相型
の空間変調器を配置し、０次回折光に位相変調を加える方法も知られている。この方法は
、下記特許文献２や非特許文献１、２に表されるように、０次回折光と１次回折光との間
に９０度ずつ相違する９０度、１８０度、２７０度の位相差を生じさせた計４種類の画像
をレンズの結像面に配置したＣＣＤカメラで撮像し、この４種類の画像の相互の演算から
光学的距離を計測する方法とされている。
【０００８】
　しかしながら、この方法をベースにしたいずれの方法もレンズを用いて結像しているの
で、前記したようにレンズのＭＴＦの特性を有しているため、空間周波数が高くなるにつ
れて情報量の欠損が生じる。この為、これらの方法では定量化した情報の信頼性が乏しい
と言わざるを得ない。
　また、０次回折光だけに位相差を生じさせることは実効的に不可能であった。なぜなら
ば、０次回折光は測定対象物とされる試料からの変調を受けずに透過した光であるが、０
次回折光の領域に重なった周波数の低い１次回折光などが０次回折光に含まれ、０次回折
光と１回折光を実質的に区別できないからである。
　さらに、４つの位相を変えた画像を取得するに当たり、空間光変調器の変調切り替えを
する必要性があり、ＣＣＤカメラで取得した画像が時間的にずれた情報となっている。従
って、比較的高速に変化するような過程の変化を正しく反映しているとは、言いがたかっ
た。
【０００９】
　他方、この画像が時間的にずれた情報となる影響をできるだけ少なくするために、０次
回折光の広がりの周辺部付近のごく狭い領域で本方法を適用することが考えられる。この
ようにすれば、空間周波数の周波数依存性や０次回折光に含まれる１次回折光の影響を低
減できる可能性がある。しかし、この場合には、極めて狭い範囲の光しか有効に取得でき
なくなるので、極めて光量が低下し、ＳＮ比の良好な情報とすることは困難となる。
【００１０】
　また、細胞等を特定の波長による蛍光発色を行わせることにより、細胞等の化学変化を
分析したいという要求も知られている。しかし、結像光学系においては本来、対物レンズ
による開口制限がある為に、取り入れられる空間周波数に限界があると同時に、空間周波
数のコントラストも周波数が高くなるにつれて線形的に漸減する。
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　この為に、周波数の高い構造部分で蛍光発色するとそのコントラストは低下してしまい
、正確な濃度測定等を行うことは困難であった。
【００１１】
　他方、距離を高精度に測定したり、微少なものを高精度に測定したり観察したりするに
は、へテロダイン干渉法がよく知られている。ここでは、光を用いた光ヘテロダイン法に
ついて述べるが、他の電磁波においても同様な考え方で実施されている。この光ヘテロダ
イン法は、周波数の異なる２つのレーザー光を干渉させて、その差の周波数のビート信号
を作成し、このビート信号の位相変化を波長の1/500程度の分解能で検出するものである
。つまり、この光ヘテロダイン法によれば、表面の高さ方向の変化を計測しつつ測定対象
物までの距離を測定したり、被測定物自体を測定や観察したりできる。
【００１２】
　そして、下記特許文献１の特開昭５９－２１４７０６号公報には、音響光学素子を用い
て異なる波長からなる２つのビームを隣接して発生させ、これら２ビーム間の位相変化を
検出し、その位相変化を累積して表面プロファイルを得る方法が開示されている。ただし
、この特許文献１は、ビームプロファイルよりも僅かに大きく２つのビームを近接させ、
２つのビームプロファイル内の平均的な位相差をヘテロダイン検波で検出して、順次積分
することにより、凹凸情報を得るものであった。
【００１３】
　従って、この特許文献１によれば、半導体ウェハーのようなフラットであることが前提
となるような測定対象物に対して、その凸凹情報を計測することは出来たが、ビームプロ
ファイル内の情報を引き出すことはできなかった。このため、面内であるビームプロファ
イル内の分解能を高くすることは出来なかった。
【００１４】
　この一方、従来よりＤＰＣ(Differential Phase Contrast)法と呼ばれる手法が知られ
ている。これは、最初Dekkers and de Langにより電子顕微鏡に適用された技術であり、
その後、Sheppard and Wilson等により光学的顕微鏡への拡張がなされた技術である。こ
のＤＰＣ法は、試料に照射された電磁波に対してファーフィールドであって、電磁波の照
射軸に対して対称に配置されたディテクタ同士で検出した０次回折光と１次回折光との干
渉の結果の差動信号を求めることにより、試料のプロファイル情報を得るものである。し
かし、このＤＰＣ法も空間周波数が高くなると、これら０次回折光と１次回折光とが干渉
できなくなり、その空間周波数が再現されない結果として、測定ができなくなることがあ
った。
【００１５】
　つまり、電磁波を用いた一般的な装置類を含め、従来の電磁波を用いた結像型の顕微鏡
においては、アッべの理論の限界とされる分解能を超えることはできなかった。この限界
は、波動の有する回折現象の結果であり、越えることの出来ない理論限界とされていた。
したがって、光学顕微鏡はもとより、電子顕微鏡においても使用している実質的な波長に
よる限界を打破することは困難であった。
　また、結像光学系を基にした従来のさまざまな顕微鏡では、レンズの開口制限により、
取得できる空間周波数が制限を受けると同時に、空間周波数が高くなるにつれ、試料のコ
ントラストが漸減していた。この為、位相情報等の行路差情報や蛍光発色により濃度情報
を正確に取得することは困難であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開昭５９－２１４７０６号公報
【特許文献２】特表２００７－５２４０７５号公報
【非特許文献】
【００１７】
【非特許文献１】Opt.Lett.29(21),2503-2505(2004)
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【非特許文献２】Opt.Exp.19(2),1016-1026(2011)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　以上のように、従来のヘテロダイン検波を用いた距離測定器においては、与える電磁波
の波長以下の分解能で、距離を測定することは出来なかった。従って、電磁波の照射領域
を波長以下に小さくしても、波長と同程度以上の領域の平均的な距離を算出することしか
出来なかった。
【００１９】
　同じように従来のヘテロダイン検波を用いた光測定器においても、半導体ウェハーのよ
うなフラットに近いものを主な測定対象としていた。このため、面内の分解能を高くする
には、電子顕微鏡やＡＦＭ（原子間力顕微鏡）等の近接場を用いざるを得なかった。
　しかし、電子顕微鏡に関しては、特に生物や細胞等に対して加工処理する必要性がある
ので、生きたままの観察や屈折率分布の測定は不可能であった。他方、ＡＦＭは、処理速
度が十分でないことから、リアルタイムに状態の変化を見ることが出来ないので、生物、
細胞の観測には不向きであり、また、測定対象物に対してプローブを近接させなくてはな
らず、使い勝手も悪かった。
【００２０】
　ここで、結像光学系を用いた従来の顕微鏡における対物レンズのＯＴＦ特性について、
以下に説明する。
　結像光学系を用いた従来の顕微鏡においては、対物レンズにて捉える対称物の空間周波
数の１次回折光の成分と０次回折光の成分とが干渉して像形成を行う。このため、レンズ
の開口に１次回折光が入射されないと、その空間周波数は再現されないことになる。他方
、低い周波数から高い周波数に至るにつれてその１次回折光の回折角は次第に大きくなる
ので、レンズに入力される１次回折光の量が減っていくことになる。その結果として、１
次回折光が入力されない周波数がカットオフになり、低い周波数から高い周波数に至る途
中で、変調度が次第に落ちていくようになる。
【００２１】
　以上が対物レンズのＯＴＦ特性である。したがって、結像系においては対物レンズに入
力される１次回折光には自ずと限界があるので、再現される測定対象物の空間周波数に関
連して分解能も自ずと限界があることになる。
　他方、前記したデジタルホログラム顕微鏡のように、対物レンズを使って結像させるよ
うな光学系においては、測定対象物により回折されたレーザー光は、開口の大きさに制限
のある対物レンズに入射した時点で、このレーザー光の有する空間周波数の一部が欠落し
た情報となっている。すなわち、空間周波数が高くなるほど、対物レンズに入力される空
間周波数は徐々に低下する。このために、レファランスの波面と干渉させて作ったホログ
ラムは、測定対象物の有する本来の情報を反映していない。この結果、計算にて再生した
行路差情報は全くの誤情報となっている。
【００２２】
　以上の定性的な説明を定量化して、以下に詳細に説明する。
　図１７のように開口半径がaで焦点距離がｆの対物レンズ３１に平行光束が入射してい
るとする。なお、図１７においては、照射光軸を光軸Ｌ０で表し、この光軸Ｌ０に対して
角度Θだけ傾く傾斜光軸を光軸Ｌ１で表している。通常の結像を用いた顕微鏡では、図１
７のように光束が試料Ｓを透過する透過型となるが、光束が試料Ｓで折り返される反射型
として考えてもよい。また、式を簡単にするために、１次元の開口として扱う。
【００２３】
　また、簡単のために試料Ｓが高さｈでピッチdの正弦波状の形状をしているものとする
。すなわち、光学的な位相θが以下の式で表される。
　θ＝2π(h/λ)sin(2πx/d)・・・・・（１）式
　試料Ｓから回折された光の振幅Ｅは、焦点距離ｆだけ離れた面において、（１）式のフ
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ーリエ変換とレンズの開口とのコンボリューションとして、与えられるので、以下のよう
に表される。ただし、（１）式の位相のフーリエ変換であるベッセル関数は、±１次まで
取るものとする。
【００２４】
【数１】

【００２５】
　ここで、（２）式のフーリエ変換が結像に寄与する。
　したがって、強度Ｉは下記（３）式のようになる。
【００２６】

【数２】

【００２７】
　この式の意味するところは、ｄ＝λf/2a＝0.5λ/NAより小さいピッチの情報は欠落する
ということである。これは、矩形開口のビーム径（sinc(ka)=0の最初の暗環半径ｗは、ka
=πを満たすので、w=0.5λ/NAとなる　）と一致する。また、ｄ＞0.5λ/NAでもｄが小さ
いほど変調度が低下することを意味している。これを1/dの空間周波数と変調度との関係
を示せば、ＭＴＦとなっている。ただし、位相情報を単に結像しただけでは、コントラス
トを有した像形成はされることはなく、位相差顕微鏡のように０次回折光に位相遅れを生
じさせる光学素子等を用いてコントラストを生じさせるような手段が必要である。
【００２８】
　以上に示したように、通常の結像光学系では、対物レンズ３１のＮＡによって再現され
る空間周波数のリミットは、必然的にｄ＝λf/2a＝0.5λ/NAとなり、この値よりも小さい
ものは、どのようにしても再現されないことになる。これに伴って、対物レンズにより情
報を取得するデジタルホログラム顕微鏡を含む従来の光学顕微鏡では、正確な強度情報や
行路差情報を取得することはできなかった。
【００２９】
　本発明は上記背景に鑑みてなされたもので、面内の分解能が高く、しかも面外において
高さや屈折率分布に対する分解能が高く、また、通常の結像光学系では取得不可能な空間
周波数を取得して測定対象物の有する空間周波数情報を正確に再現することで、実効上分
解能が高く空間周波数の欠損のない光学的距離計測装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００３０】
　請求項１に係る光学的距離計測装置は、測定対象物に光束を照射する光源と、
　この光束が入射されるのに伴い測定対象物で回折されて生じた０次回折光および１次回
折光を含む光束を２つの光束にする分離素子と、
　分離素子により分割された一方の光束を構成する各回折光の内の一部の光束の進行を遅
延させる第１の遅延素子と、
　第１の遅延素子で一部遅延した０次回折光と１次回折光とを相互に干渉させた状態で、
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２つの部分に分けて検出する一対の分割受光素子を備えた第１の受光素子と、
　分離素子により分割された他方の光束を構成する各回折光の内の一部の光束の進行を第
１の遅延素子と異なる位相で遅延させる第２の遅延素子と、
　第２の遅延素子で一部遅延した０次回折光と１次回折光とを相互に干渉させた状態で、
２つの部分に分けて検出する一対の分割受光素子を備えた第２の受光素子と、
　第１の受光素子の一対の分割受光素子でそれぞれ位相が相違されつつ検出される２種類
の受光出力の電気信号間及び、第２の受光素子の一対の分割受光素子でそれぞれ位相が相
違されつつ検出される２種類の受光出力の電気信号間の和や差の出力値を検出する出力和
差検出部と、
　を含む。
【００３１】
　請求項１に係る光学的距離計測装置の作用を以下に説明する。
　本発明においては、測定対象物に光源から照射された光束が測定対象物に入射されるの
に伴い回折されて、０次回折光および１次回折光を含む光束が出射される。分離素子がこ
の光束を２つの光束に分割し、分割された一方の光束を構成する各回折光の内の一部の光
束の進行を第１の遅延素子が遅延させる。そして、０次回折光と１次回折光とを相互に干
渉させた状態として、第１の受光素子の一対の分割受光素子がこの状態の光を別々に検出
する。
【００３２】
　他方、分割された他方の光束を構成する各回折光の内の一部の光束の進行を第２の遅延
素子が第１の遅延素子と異なる位相で遅延させる。そして、上記と同様に０次回折光と１
次回折光とを相互に干渉させた状態として、第２の受光素子の一対の分割受光素子がこの
状態の光を別々に検出する。
　さらに、出力和差検出部が、第１の受光素子の一対の分割受光素子でそれぞれ位相が相
違されつつ検出される２種類の受光出力の電気信号間及び、第２の受光素子の一対の分割
受光素子でそれぞれ位相が相違されつつ検出される２種類の受光出力の電気信号間の和や
差の出力値を検出する。
【００３３】
　従って、本請求項によれば、２種類の受光素子の各一対の分割受光素子で位相の相違し
た各状態の光を検出することで、光学的距離を定量化するとともに、さらに、これらの情
報を電気的に適切に増幅可能となる。このことから、レンズのＭＴＦの特性を考慮して、
電気的に適正に周波数フィルタリングを行い、情報量の欠損が生じさせないようにするこ
とで、定量化した情報の信頼性が高くなる。
　また、ヘテロダイン検波もしくは変調周波数自体の分析により、空間周波数の情報を電
気的な周波数に変換できるので、計４つの位相の相違した情報から、０次回折光の領域に
重なった周波数の低い１次回折光を、０次回折光から区別できる。
　さらに、計４つの分割受光素子で相互に位相の相違した画像を同時にそれぞれ取り込め
るので、画像が時間的にずれた情報とならない。このため、比較的高速に変化するような
過程の変化を正しく反映した情報が得られる。これに伴って、光量の低下が抑えられてＳ
Ｎ比の良好な情報となる。
【００３４】
　以上をまとめると、本発明が適用された顕微鏡では、非常に高い面内分解能を有し、さ
らに２次元走査を一度行うことで、高さや屈折率分布を測定することが出来るので、生き
たままの細胞やマイクロマシンなどの状態変化などの３次元計測をリアルタイムに行うこ
とができる。このため、従来の２次元情報を取得し、３次元方向に積算していくようなレ
ーザー走査型共焦点顕微鏡などとは比較にならない大きな特徴を有することとなる。
　さらに、本発明を透過型の顕微鏡に適用した場合、生物や細胞を生きたままかつ蛍光着
色せず高い分解能で観察、計測できる。このため、細胞等を不活性化して計測する電子顕
微鏡にはない大きな特徴を有することとなる。
【００３５】



(8) JP 6230358 B2 2017.11.15

10

20

30

40

50

　以上より、本発明によれば、面内の分解能が高く、しかも面外において高さや屈折率分
布に対する分解能が高く、また、通常の結像光学系では取得不可能な空間周波数を取得し
て測定対象物の有する空間周波数情報を正確に再現することで、実効上分解能が高く空間
周波数の欠損のない光学的距離計測装置が提供されるようになる。
【００３６】
　以下に請求項２から請求項６に係る光学的距離計測装置の作用を説明する。
　請求項１の分離素子が、傾きを有した傾斜光軸上に配置され、また、０次回折光および
１次回折光を含む光束を平行光束とするレンズおよび、これら２つの光束に分割するビー
ムスプリッターにより構成されることで、０次回折光および１次回折光を含む光束を確実
に分割可能となる。
【００３７】
　請求項１の第１の遅延素子及び第２の遅延素子が、1/4波長板或いは1/2波長板とされ、
或いは回折格子とされて、光束の位相を９０度或いは１８０度遅延させることで、計４つ
の位相の相違した情報を確実に作り出せることになる。さらに、第１の遅延素子と第１の
受光素子との間および、第２の遅延素子と第２の受光素子の間に、ロンボイドプリズム等
のプリズムがそれぞれ配置されていることで、受光素子で０次回折光及び１次回折光を検
出する前に、これら回折光とを確実に干渉させることができる。
【発明の効果】
【００３８】
　上記に示したように、本発明の光学的距離計測装置は、面内の分解能が高く、しかも面
外において高さや屈折率分布に対する分解能が高く、また、通常の結像光学系では取得不
可能な空間周波数を取得して測定対象物の有する空間周波数情報を正確に再現することで
、実効上分解能が高く空間周波数の欠損がなく光学的距離を定量的に算出できるという優
れた効果を奏する。
【００３９】
　また、各受光素子で検出された信号の周波数は空間周波数に対応しているので、レンズ
のＭＴＦ曲線に対応して周波数の増幅度を変化させることで、試料の有する空間周波数を
正しく反映した行路差情報を取得することができる。さらに、試料の有する微細部分の行
路差情報や強度情報を観察したい場合には、電気的な高周波の強調を行うことで、空間周
波数の高周波領域の強調を行うことができる。
【００４０】
　さらに、ヘテロダイン方式との融合により、位相変化および強度変化をきわめて精度よ
く検出することができる点と、受光素子で受光される光が非常に微弱でも検出回路系のゲ
インを高くすることで、高精度に検出できる点と、検出される信号は変調信号だけなので
、外乱光の影響を受けることもなくなる点から、さらに高精度な検出ができる。このこと
から、非常に微弱でコントラストの低い位相情報やわずかな屈折率変化に対しても非常に
高い分解能で観察、計測することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例に適用される光学系のブロック図であ
る。
【図２】図１の対物レンズおよび測定対象物周辺部分を拡大して示す図である。
【図３】図１の光学系における測定対象物上における光照射領域を表す説明図である。
【図４】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例に適用される他の光学系のブロック図
である。
【図５】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例１を示す光学系のブロック図である。
【図６】実施例１における分岐された一方の光路の光束と遅延素子４３Ａの関係を示す図
であって、光束を構成する半円ビームＢＡ、ＢＢを相互に離して表示した図である。
【図７】実施例１における分岐された他方の光路の光束と遅延素子４３Ｂ、４３Ｃの関係
を示す図であって、光束を構成する半円ビームＢＣ、ＢＤを相互に離して表示した図であ



(9) JP 6230358 B2 2017.11.15

10

20

30

40

50

る。
【図８】図６に示す半円ビームＢＡと半円ビームＢＢとを平行シフトして合成した状態を
表示した図である。
【図９】実施例１における位相ピッチdが0＜λf/d＜a/2の場合の０次回折光エリアと±１
次回折光エリアを示す模式図であって、（Ａ）は０次回折光J0を示し、（Ｂ）は１次回折
光J1を示し、（Ｃ）は－１次回折光-J1を示す。
【図１０】実施例１における各回折光の重なり方を示す図であって、（Ａ）は０次回折光
J0をシフトした状態を示し、（Ｂ）は１次回折光J1の一部をシフトした状態を示し、（Ｃ
）は１次回折光J1の他の一部をシフトしない状態を示し、（Ｄ）は－１次回折光-J1をシ
フトした状態を示す。
【図１１】本実施例の特性曲線を表すグラフを示す図である。
【図１２】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例１の変形例を示す光学系のブロック
図である。
【図１３】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例２を示す光学系のブロック図である
。
【図１４】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例３を示す光学系のブロック図である
。
【図１５】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例４を示す光学系のブロック図である
。
【図１６】本発明の光学的距離計測装置に係る実施例５を示す光学系のブロック図である
。
【図１７】通常の結像光学系の原理を説明する原理図である。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
　以下に、本発明に係る光学的距離計測装置の実施例１から実施例５を各図面に基づき、
詳細に説明する。
【００４３】
　本発明に係る光学的距離計測装置の実施例に適用される光学系の概念を以下に説明する
。
　光源から出射されたレーザーのようなコヒーレントな光を、第１の手段である音響光学
素子や空間変調器により実質上２つの異なる周波数の光に変調させる。この時、例えば音
響光学素子を用いると、この音響光学素子の表面弾性波と光の相互作用により、回折縞が
変調を受ける。ドップラーシフトを受けた光は、周波数変調を受けるとともに、±１次の
回折光となって出射される。他方、空間光変調器を用いる場合には、この空間光変調器に
書き込んだ回折縞を変調させることでも、同様な効果をもたらす。
【００４４】
　このようにして、周波数変調を受けた光が相互に近接した２つの光に分離されつつ第１
の手段から出射される。この２つの光を第２の手段である瞳伝達光学系や２次元走査デバ
イス等により２次元に走査し、第３の手段である対物レンズ等で試料に照射させる。この
試料から離れた位置であって、２つの光の分離方向に沿って２以上に分割されて配置され
た受光素子を第４の手段とする。この受光素子が、試料から反射し、あるいは試料を透測
定対象物Ｇ１過した光を、２つの光の分離方向に対して略垂直な方向に伸びる境界線を挟
んだ光として、それぞれ受光する。
【００４５】
　この様にして受光素子で受光された光は光電変換される。前記の境界線を挟んだ各領域
に関して第４の手段の受光素子で光電変換された各々の電気信号の周波数に応じて第５の
手段が増幅度を変化させつつ、増幅する。
　そして、この第５の手段である信号比較器において２つの光の分離方向に対して略垂直
な方向を境界線とし、この境界線を挟んで対称な位置にある各々の出力の差信号または和
信号を作成する。この差信号または和信号を第６の手段であるデータ処理部においてヘテ
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ロダイン検波することにより、位相差の検出をし、あるいは強度差の検出をする。
【００４６】
　この検出された位相差や強度差は、反射の場合には試料表面のプロファイルの高さ情報
を示し、透過の場合には厚みや屈折率分布等の情報、すなわち、行路差情報を示す。この
際、図３に示す光の照射領域Ａ，Ｂを対物レンズで絞った回折限界スポット径と考えれば
よい。
【００４７】
　以下、本光学系の動作原理について詳細に説明する。
　図３に示す２つの光の照射領域Ａ，Ｂ間の中心距離Δｘをこれらの光が有する回折限界
以下に設定したとする。この場合、各々の光の照射領域Ａ，Ｂは、アッべの理論の回折限
界以下にはならないが、わずかにずらした各々別の周波数の光であるため、これらの光を
ヘテロダイン検波することにより、微分情報を取得することができる。この時、２以上に
分割されて配置された各受光素子の和信号を用いると、実質的に光学顕微鏡の一種の微分
干渉顕微鏡と等価になり、これらの差信号を用いると、微分干渉顕微鏡よりはるかに高い
横分解能が得られる。
【００４８】
　簡単のために１次元で考える。まず、微生物等の試料である測定対象物Ｇ１のプロファ
イルd(x)の位相分布をＡejθ(x)とおく。ここで、θ(x)＝2πｄ(x)/λである。本光学系
のように反射の場合には、行路差は２倍になるので、観測されるθ(x)の半分を高さ情報
とすればよい。
　上記のように測定対象物Ｇ１上での２つの光の照射領域Ａ，Ｂ間の中心距離をΔxとし
、光の複素振幅分布をu(x)とする。この場合、測定対象物Ｇ１に対して十分離れた場所で
は、測定対象物Ｇ１のプロファイルとビームプロファイルの積のフーリエ変換となる。
【００４９】
　本光学的距離計測装置においては、一方の受光素子で受信される光は、ej(ωc-ωm)tで
変調を受けていることになり、中心距離Δxだけ離れて配置された他方の受光素子で受信
される光は、ej(ωc+ωm)tで変調を受けていることになる。
　従って、各受光素子上の複素振幅分布Ｅは、以下のようになる。
Ｅ＝∫(Ａejθ(x) u(x)ejkxdx・ej(ωc-ωm)t＋Ａejθ(x+Δx) u(x)ejkxdx・ej(ωc+ωm)

t）
【００５０】
　これら各受光素子により強度Ｉの検出を行うと、Ｉ＝ＥＥ*、さらに、２ωｍのヘテロ
ダイン検波を行うので、以下の（４）式のようになる。
Ｉ(k)＝Ａ2∫ej(θ(x)-θ(x'+Δx') u(x) u(x') ejk(x-x')dxdx'e-j2ωmt

　　＋Ａ2∫e-j(θ(x)-θ(x'+Δx') u(x) u(x') ejk(x-x')dxdx'ej2ωmt・・・・・（４
）式
【００５１】
　そして、２つの光の重なっている照射領域Ａ，Ｂのほぼ中心を図２、図３の境界線Ｃと
し、この境界線Ｃを挟んだ位置であって、各々の照射領域Ａ，Ｂの分離方向に沿った位置
に対応して２つの受光素子を測定対象物Ｇ１から離して配置する。ここでまず、２つの受
光素子で受信した信号の和信号がどのようになるかを考える。測定対象物Ｇ１から離れた
位置では、フーリエ変換面であると考えられるので、受光素子で受信できる最大空間周波
数をＫmaxとすると、和信号では強度Ｉが下記式から求められる。
Ｉ＝∫Ｉ(k)ｄｋ（積分範囲は-KmaxからKmax）
　＝Ａ2∫cos(θ(x)－θ(x'+Δx')－２ωｍｔ) u(x) u(x')sin(Kmax(x-x'))/(x-x')dxdx'
【００５２】
　受光素子を大きくして広い空間周波数まで受信するように配置すると、
sin(Kmax(x-x'))/(x-x')＝Ｋδ(x-x')となるので、以下の（５）式のようになる。
Ｉ＝Ａ2∫cos(θ(x) －θ(x+Δx) －２ωｍｔ) u(x)2ｄｘ・・・・・（５）式
【００５３】
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　すなわち、２つの光の分離位置の位相差を光のプロファイルのウェイトで積分したこと
になる。
　（５）式を変形すると下記の式を得る。
Ｉq＝Ａ2∫cos(θ(x)－θ(x+Δx) u(x)2ｄｘ・cos(２ωｍｔ)
Ｉi＝Ａ2∫sin(θ(x)－θ(x+Δx) u(x)2ｄｘ・sin(２ωｍｔ)
【００５４】
　従って、直交変換により、観測される位相差Θは以下の（６）式のようになる。
Θ＝tan-1(∫sin(θ(x)－θ(x+Δx)) u(x)2ｄｘ/∫cos(θ(x)－θ(x+Δx)) u(x)2ｄｘ)・
・・・・（６）式
【００５５】
　この一方、２つの受光素子の差信号を考えると、和信号の場合と同様にして下記の式が
得られる。
Ｉ＝∫Ｉ(k)ｄｋ（積分範囲は０からKmax）－∫Ｉ(k)ｄｋ（積分範囲は－Kmaxから０）
　＝Ａ2∫sin(θ(x)－θ(x'+Δx')－２ωｍｔ) u(x) u(x')( cos(Kmax(x-x')-1)/(x-x')d
xdx'
【００５６】
　受光素子を大きくして広い空間周波数まで受信するように配置すると、
 (cos(Kmax(x-x')-1)/(x-x')＝δ'(x-x')+1/x(δ(x)-1)となるので、下記（７）式のよう
になる。
I=Ａ2∫d/dx(sin(θ(x)―θ(x+Δx)―２ωｍｔ) )u(x)2ｄｘ・・・・・（７）式
　さらに、この（７）式を変形すると、下記のようになる。
Ｉq＝Ａ2∫d/dx(sin(θ(x)－θ(x+Δx)) u(x)2ｄｘ・cos(２ωｍｔ)
Ｉi＝－Ａ2∫d/dx(cos(θ(x)－θ(x+Δx)) u(x)2ｄｘ・sin(２ωｍｔ)
【００５７】
　従って、直交変換により観測される位相差Θは以下の（８）式のようになる。
Θ＝tan-1(－∫d/dx(cos(θ(x)－θ(x+Δx)) u(x)2ｄｘ/∫d/dx(sin(θ(x)－θ(x+Δx))u
(x)2ｄｘ)・・・・・（８）式
【００５８】
　ここで、（６）式と（８）式の比較を行う。定性的には、以下の点がわかる。
　まず、（６）式では、照射領域Ａ，Ｂの中心距離Δｘだけ離れた２点の位相差をu(x)の
重み関数で、平滑化した結果として得られる位相差を示しているので、照射領域Ａ，Ｂ内
の平均的な位相差を示している。これは、微分干渉顕微鏡と等価な処理である。
　他方、（８）式では、照射領域Ａ，Ｂの中心距離Δｘだけ離れた２点の位相差の微分に
対して、u(x)の重み関数で平滑化しているので、おおよそ元の関数を復元していることに
なる。
　従って、照射領域Ａ，Ｂの分離度に相当する横分解能で、位相差情報および位置情報を
取得することが可能となる。
【００５９】
　ここでは、２つの受光素子を配置した場合を記述したが、照射領域Ａ，Ｂの重なった領
域の中心付近に、２つの光の分離方向に沿って複数の受光素子を測定対象物Ｇ１から離し
て配置した場合も同様になる。特に、差出力を得る場合には、照射領域Ａ，Ｂの重なった
部分の中心付近に対応して配置した複数の受光素子のうちの、対応する複数の受光素子間
同士で差演算を行うようにすれば良い。
　また、複数の受光素子の和出力だけを用いるのであれば、実質上１つの受光素子を用い
ることで、同様のことが実現できることになる。
【００６０】
　尚、説明を簡単にするために取得する空間周波数が広い場合を想定して式を簡略化した
が、取得できる空間周波数が大きくない場合には、式中のδ関数の部分がコンボリューシ
ョンになるだけで、本質的に分解能が向上することに変わりはない。この場合には、測定
対象物Ｇ１のプロファイル等に多少のボケが生じることになる。
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【００６１】
　上記説明においては位相に関して詳述したが、強度についても同様なことが言える。特
に、照射領域Ａ，Ｂよりも小さいプロファイルの変化に対しては、照射されている領域の
フーリエ変換の０次回折波と１次回折波との干渉により形成された干渉縞のファーフィー
ルドにおけるパターンが２つの受光素子で異なる。このため、受光素子の差信号はプロフ
ァイルの傾きに反映した強度差となってあらわれる。
　以上述べたように、ヘテロダイン検波を用い、フーリエ変換面にて空間周波数情報を処
理することにより、特に差演算では非常に高い横分解能の向上をもたらすことができる。
【００６２】
　すなわち、光電変換されたそれぞれの信号の和信号に基づくヘテロダイン検波では、２
つの光であるビームの中心距離だけ離れた２点間の位相差をu(x)の重み関数で平滑化し、
この結果として得られる位相差を示している。このため、この和信号に基づくヘテロダイ
ン検波は、ビーム内の平均的な位相差を示していることになるが、これは微分干渉顕微鏡
と等価な処理である。
【００６３】
　この一方、光電変換されたそれぞれの信号の差信号に基づくヘテロダイン検波では、ビ
ームの中心距離だけ離れた２点間の位相差の微分に対して、u(x)の重み関数で平滑化して
いるので、おおよそ元の関数を復元していることになる。
　以上より、ビームを瞳伝達光学系により走査した場合、ビーム分離度に相当する横分解
能で、位相差および位置情報を取得することが可能となる。
【００６４】
　上記においては、光軸を境界線として２分割された受光素子を適用した場合を記述した
が、ビームの分離方向に沿って複数の受光素子を試料から離して配置した場合も同様にな
る。特に、差出力を得る場合には、境界線を挟んで隣り合う受光素子間同士で行うように
すれば良い。また、複数の受光素子の和出力だけを用いるのであれば、実質上１つの受光
素子を用いることで、同様のことが実現できることになる。特に、和出力の場合、試料が
吸収率や反射率の異なるような強度パターンとなっている場合には有効である。たとえば
、対象物が細胞で染色されているような場合である。
【００６５】
　そして、試料に関し、ビーム内にプロファイルの傾きがあれば、定性的には光が反射ま
たは透過する方向が異なるので、２つの受光素子に強度としての差出力が与えられる。具
体的に説明すると、ビーム径よりも小さいプロファイルの変化があれば、光が照射されて
いる領域のフーリエ変換の０次回折波と１次回折波との干渉により形成された干渉縞のフ
ァーフィールドにおけるパターンが、２つの受光素子間で異なる。このため、これら２つ
の受光素子の差信号は、プロファイルの傾きを反映した強度差となって表れることになる
。
　また、詳細は後述するが、対物レンズによる空間周波数はビームの走査と受光素子によ
り電気的な周波数信号に変換しているので、対物レンズが本来有する空間周波数の漸減度
を電気的な増幅度で修正することにより、対物レンズで取得できる空間周波数までは完全
に復元することができる。
【００６６】
　以下、本発明に係る光学的距離計測装置の実施例に適用される光学系を図面を用いて具
体的に説明する。
　図１は、実施例に適用される光学系の装置の構成を示すブロック図である。この図１に
示すように、レーザー光が出射される光源であるレーザー光源２１と、ＡＯＤドライバー
２４が接続されて動作が制御される第１の手段である音響光学素子（ＡＯＤ）２３との間
に、コリメーターレンズ２２が配置されている。
　また、この音響光学素子２３に対して、２群のレンズからなる瞳伝達拡大レンズ系２５
、入力されたレーザー光を２次元走査する２次元走査デバイス２６、入力されたレーザー
光を分離して出射する偏光ビームスプリッター２７が順に並んで配置されている。但し、
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音響光学素子２３に対して、瞳伝達拡大レンズ系２５、ビームスプリッター２７、２次元
走査デバイス２６の順に並べて配置しても良い。
【００６７】
　さらに、この偏光ビームスプリッター２７に隣り合って、２群のレンズからなる瞳伝達
レンズ系３０が位置し、この隣に対物レンズ３１が測定対象物Ｇ１と対向して配置されて
いる。つまり、これら部材が光軸Ｌに沿って並んでいることになる。他方、光軸Ｌが通過
する方向に対して直交する方向であって偏光ビームスプリッター２７の両隣の位置には、
それぞれ光センサである受光素子２８及び受光素子２９が配置されている。
　これら受光素子２８、２９が、これら受光素子２８、２９からの信号を比較する信号比
較器３３にそれぞれ接続され、この信号比較器３３が、最終的にデータを処理して測定対
象物Ｇ１のプロフィル等を得るデータ処理部３４に繋がっている。
【００６８】
　また、このレーザー光源２１は、He-Ne等のガスレーザー、もしくは、半導体レーザー
、固体レーザーであり、コヒーレントなレーザー光を発生する。このレーザー光をコリメ
ーターレンズ２２により平行光束にし、音響光学素子２３に入射させる。このとき、レー
ザー光の入射ビーム径は、後段の瞳伝達拡大レンズ系２５との兼ね合いより、絞り機構（
図示せず）等を用いて適正化しておくことにする。さらに、この音響光学素子２３には、
ＡＯＤドライバー２４より、sin(2πfct)sin(2πfmt)のようなＤＳＢ変調信号が変調信号
として加えられる。
【００６９】
　この様な変調を行うと、fc+fmとfc-fmの２つの周波数変調が加えられたことになる音響
光学素子２３は、ブラッグ回折格子のピッチdに相当する音波の粗密波を発生する。すな
わち、超音波の速度をVa、印加する周波数をfとすると、d=Va/fとなる。具体的には、こ
の粗密波により、音響光学素子２３に入射されたレーザー光であるビームは、±１次回折
光に分離され、各々の回折光は周波数fc±fmの周波数で変調される。たとえば、音響光学
素子２３の材料としてTeO2が用いられるが、この材料の音速は、660ｍ/sである。
【００７０】
　キャリアー周波数の周波数fcとして４０MHzを選択すると、d=16.5μｍとなり、He-Neレ
ーザーをレーザー光源２１に用いた場合、回折角θは2.19791度程度の角度になる。図１
においては、光軸Ｌが変化していないように図示してあるが、実際には音響光学素子２３
以降の光学系を回折角θだけ傾けておくか、２次元走査デバイス２６にバイアスを付与し
て、回折角θの傾きを実効上与えておくことにする。
【００７１】
　このキャリアー周波数に１０ＫＨz程度の周波数fmを加えると、±１次回折光はθ＝2.1
9847度とθ＝2.19737度となり、４０．０１ＭＨzと３９．９９ＭＨzでそれぞれ変調され
ることになる。この角度を維持したまま、対物レンズ３１にレーザー光を入射させた場合
、対物レンズ３１の焦点距離を２ｍｍ、ＮＡ０．９とすると、ビームの中心距離は、0.6
μｍ程度になり、この時の回折限界はｗ＝0.857μｍとなる。つまり、このように回折限
界系よりもビームの分離度を小さくしておくことにする。
【００７２】
　尚、ビームの中心距離であるビーム分離度をより小さくすれば、分解能を向上させるこ
とが出来るが、ヘテロダイン検波の周波数を低下させると、処理スピードが遅くなってし
まう。この場合、より音速の早い音響光学素子を使用すれば、ブラッグの回折格子ピッチ
ｄを大きくすることが出来るので、処理速度を向上させることが出来る。実際、音速Vaが
4.2E+3ｍ/s程度のものも知られ、市販されている。
【００７３】
　ここで、音響光学素子２３と偏光ビームスプリッター２７との間に配置されている瞳伝
達拡大レンズ系２５は、音響光学素子２３の出射面位置を次の２次元走査デバイス２６に
共役に伝達するための光学系である。この瞳伝達拡大レンズ系２５を通過した光は２次元
走査デバイス２６に送られるが、対物レンズ３１の瞳位置に共役にする瞳伝達レンズ系３
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０により、この２次元走査デバイス２６からの光は、角度差を有した±１次回折光として
対物レンズ３１に入射する。
【００７４】
　つまり、キャリア周波数ｆｃと変調周波数ｆｍの２つのＤＳＢ変調された信号を外部か
らＡＯＤドライバー２４を経て、音響光学素子２３に入力することで、きわめて接近した
これら２つの光束を作成することができる。
　そして、上記のように音響光学素子２３の実質的な瞳位置を２次元走査デバイス２６の
瞳位置に伝達する瞳伝達レンズ系２５、光を面上に走査する２次元走査デバイス２６およ
び、２次元走査デバイス２６の瞳位置を対物レンズ３１の瞳に伝達するための瞳伝達レン
ズ系３０を経て、対物レンズ３１に、きわめて接近した２方向に出射された光束が入射さ
れる。
　このようにして、図２の実線で示すビームＬＡおよび点線で示すビームＬＢのように、
非常に接近して相互に同一径とされる２つのビームを得ることができる。
【００７５】
　この結果として、対物レンズ３１で収束された光束であるビームＬＡ、ＬＢは、きわめ
て接近された２つのスポットとして、測定対象物Ｇ１を面上に走査することになる。この
２つのスポットは周波数ｆｃ＋ｆｍと周波数ｆｃ－ｆｍの２つの信号となるので、これら
の信号をヘテロダイン検波することにより、測定対象物Ｇ１の凸凹情報、屈折率分布を反
映した信号が得られる。
【００７６】
　また、これら２つのビームＬＡ、ＬＢの有する周波数は、「光の振動数＋キャリア周波
数fc±変調周波数fｍ」となる。２つの接近したビームの中心距離を上記したように回折
限界以下に設定した場合、各々のビームは、アッべの理論の回折限界以下にはならないが
、わずかにずらした各々別の周波数の光であるために、ヘテロダイン検波をすることによ
り、微分情報を取得することができる。さらに、図１に示す受光素子２９を２分割以上の
受光素子とする。そして、光軸Ｌを境界線として、この境界線を挟んでビームの分離方向
に対して垂直な方向に暗線を有するように、これら受光素子を配置し、その和信号あるい
は差信号より、ビート信号を取得させる。この時、和信号を用いると、実質的に微分干渉
顕微鏡と等価になり、差信号を用いるとはるかに高い横分解能が得られる。
【００７７】
　ここで、測定対象物Ｇ１に送られる光の性質について具体的に説明する。対物レンズ３
１で絞られた光は、図２に示すように近接した２つのビームＬＡ、ＬＢとなり、測定対象
物Ｇ１に送られる。なお、ビームＬＡの複素振幅EaおよびビームＬＢの複素振幅Ebは、下
記式のようになる。
　Ea=Aexpj(2π(fo+fc+fm)ｔ)
　Eb=Bexpj(2π(fo+fc-fm)ｔ＋δ)
　この複素振幅Ebの式のδは、ビームＬＡを基準としたビームＬＢの高さ方向の位相差を
表わし、foは光の周波数を表す。なお、前述したようにこの２つのビームの間隔は、音響
光学素子２３に加えた変調周波数ｆｍによって決定されるので、走査速度とは無関係であ
る。
【００７８】
　図１および図２に示す測定対象物Ｇ１で反射されたこの２つのビームＬＡ、ＬＢは、対
物レンズ３１、瞳伝達レンズ系３０および偏光ビームスプリッター２７を介して、受光素
子２９に導かれる。この受光素子２９を２次元走査デバイス２６の位置と共役な位置に配
しておくと、２つのビームＬＡ、ＬＢは同じ位置に戻るので、２つのビームＬＡ、ＬＢの
位相差δがビート信号として検出される。
【００７９】
　すなわち、この受光素子２９は図示しない光電変換部を有した構造とされているので、
受光素子２９上における２つのビームＬＡ、ＬＢの強度Iは、下記式に基づく値で受光素
子２９の光電変換部により検出され、信号比較器３３に送られる。
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　I=(Ea+Eb)(Ea+Eb)*=A2+B2+2ABcos(2π*2fmｔ＋δ)
　これに伴い、図１に示す信号比較器３３を用いて、周波数2fmのヘテロダイン検波の位
相比較を行うことにより、位相差δを測定することができる。このようにして、位相情報
を取得する。
【００８０】
　ところで、受光素子２９と偏光ビームスプリッター２７を挟んで対向して配置されてい
る受光素子２８も図示しない光電変換部を有した構造とされている。そして、音響光学素
子２３で生じる回折光の入射ビームのビート信号がこの受光素子２８に入射されて、受光
素子２８の光電変換部により検出される。つまり、音響光学素子２３までに光学系等で生
じた位相差を受光素子２８の光電変換部により検出することになるので、この受光素子２
８は位相の基準を与える役割をしている。
【００８１】
　この一方、前述のように受光素子２９においては、ビームＬＡとビームＬＢの２つのビ
ーム間の位相差情報を加えたビート信号が受光素子２９内の光電変換部により検出され、
信号比較器３３に送られる。したがって、信号比較器３３においてこの２つの位相比較を
行うことにより、真の位相差δが検出されることになる。この真の位相差δは、ビームＬ
ＡとビームＬＢの平均の位相差、すなわち、平均の高さｈの差情報であるδｈ＝λδ/4π
となる。ここで、λはレーザー光源２１から出射されるレーザー光の波長を表す。
【００８２】
　信号比較器３３と接続されたＣＰＵやメモリ等からなるデータ処理部３４にこれらの情
報を送り込めば、データ処理部３４でこの情報を平面の走査情報とともに記録していき、
測定対象物Ｇ１の表面のプロファイル情報を簡単に導くことができる。また、さらに高速
なデータを取得するには、できるだけ音速Vaの大きい音響光学素子２３を用いれば実現で
きる。
【００８３】
　他方、本光学系において、ヘテロダイン検波を行うには、照射された変調信号の一部を
ビームスプリッター２７で取り出して受光素子２８でレファランス信号を得る。そして、
このレファランス信号と２分割された受光素子２９で検出された信号とで差動出力を求め
、信号比較器３３により位相差情報および強度情報を取得し、データ処理部３４に送る。
　データ処理部３４では走査情報とともに取得された情報を画像やデータの形として、デ
ィスプレイに表示したり、メモリにデータとして蓄積したりする。
【００８４】
　ただし、受光素子２８は必ずしも必要ではなく、音響光学素子２３に出力する信号、 
すなわち音響光学素子２３に印加される信号自体と比較してもよい。この場合、回路系や
音響光学素子等による遅延が発生するが、予め補正するなどしておけば、位相差検出等に
大きな影響を与えることはない。
【００８５】
　また、測定対象物Ｇ１の表面を面上に走査する極めて接近した２つのスポット光は、相
互に周波数の異なる光となる。但し、実質上、瞳伝達レンズ系２５、３０等の拡大光学系
を使用することにより、高い周波数でも極めて接近させたスポットにすることができる。
これにより高速な走査により高速な情報取得ができることになる。
【００８６】
　以上より、このような本光学系を用いれば、２次元走査を行うたびに３次元計測データ
を取得することが可能となる。このため、本光学系によれば、細胞や微生物の状態変化や
表面状態の過渡的な変化等を、高速に観察、計測することができる。
【００８７】
　この一方、このようにして得られた２つの光は、上記手法により分離度を非常に小さく
することができ、実質上１つのビームで走査した情報と変わらない。これに対し、一つの
ビームで走査し、ファーフィールドに配置した少なくとも２分割された受光素子の差動出
力を得る方法が、前記したＤＰＣ法である。
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【００８８】
　つまり、ＤＰＣ法に比較すると、このような本ヘテロダイン法をさらに使用した方法で
は、ヘテロダイン検出することにより、位相変化および強度変化をきわめて精度よく検出
できる点と、受光素子２９で受光される光が非常に微弱でも検出回路系のゲインを高くす
ることで、高精度に検出できる点と、検出される信号は変調信号だけなので、外乱光の影
響を受けることもなくなる点とを有することから、さらに高精度な検出ができることにな
る。
【００８９】
　また、製品化されている裸眼立体ディスプレイや偏光めがねを使用した３次元ディスプ
レイ等を用いることにより、３次元立体画像を表示することもできるので、教育や研究、
医療において、有用な装置とすることができる。この際、２つのビームの重なりの程度を
ビーム径よりも小さくしてあるので、２つのビームの行路差はほとんど生じていない。こ
のことから、外乱や振動の影響も２つのビームで同時に生じるので、これらの影響が相殺
される。
【００９０】
　他方、本光学系では、ビームの分離度を個々のビーム径よりも非常に小さくした例を示
した。但し、変調周波数を高くすることにより、ビームの分離度が大きくなり、かつ、ビ
ーム径程度の分離度が必要となる場合にも、本発明の光学系が有用であることになる。
【００９１】
　尚、本光学系においては、２次元走査デバイスを用いた例で説明をしたが、単純な一方
向だけのデータが必要なアプリケーションであれば、この２次元走査デバイスを１次元走
査デバイスに置き換えても同様な効果が得られることになる。これらの１次元走査デバイ
スとして、ガルバノミラー、レゾナントミラー、回転ポリゴンミラー等を採用することが
できる。また、２次元走査デバイスは、上記した１次元走査デバイスをＸ方向用とＹ方向
用の２つを用意し、瞳伝達レンズ系を介すことにより、実現できる。また、マイクロマシ
ーンの技術を用いたマイクロミラーデバイスを用いても良い。このマイクロミラーデバイ
スとしては、１次元用、２次元用ともに知られ製品化されている。
【００９２】
　以上述べたように、フーリエ変換面にて空間周波数情報を処理することにより、特に差
演算では非常に高い横分解能の向上をもたらすことができる。また、前述したように強度
差信号がプロファイルデータの高さを反映したデータであることも同様である。
【００９３】
　本光学系は、前記説明で述べた反射光学系を透過光学系に置き換えた場合である。
　図４は、本光学系に係る透過型の光学系を用いた装置を示すブロック図である。主要な
光学系は前記光学系と同じなので説明を割愛するが、本光学系では、図４に示すように、
対物レンズ３１で集光された光が測定対象物Ｇ２を透過することになる。このため、受光
素子４９は測定対象物Ｇ２を挟んで対物レンズ３１と反対側に配置されていることが特徴
である。つまり、本光学系の場合、対物レンズ３１の光軸Ｌの延長線上に２つのビームの
分離方向に対して垂直方向に暗線が伸びる形で分割された受光素子４９が配置されている
。
【００９４】
　以上より、本光学系によれば、反射型の光学系に比較し、測定対象物Ｇ２に近接して受
光素子４９を配置できるので、取得できる空間周波数を非常に高く設定することが可能と
なる。従って、近接した受光素子で得られる電気的な高周波の信号を、本光学系と同様に
周波数により信号ゲインを変換することにより、ＭＴＦ曲線をフラット化して計測に使用
したり、高周波強調を行い、細胞等の屈折率変化や形状変化を強調したりすることができ
る。
【００９５】
　特に、透過では、無染色、非侵襲で生きたままの細胞の状態変化をリアルタイムに観察
できるので、ＩＰＳ、ＥＳ細胞の正常かどうかの検査やがん細胞の有無検査等に大きな役
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割を果たすことができる。これは、電子顕微鏡のような高倍率であっても生体を殺した状
態でないと観測できない測定器とは大きく異なる特徴である。このように、特に透過では
受光素子を近接して配置することができるという大きな特徴を有する。これは、前述した
ように受光素子が一種のレンズと等価であるために、光学レンズでは不可能な空間周波数
情報まで、取得できるということを意味する。
【実施例１】
【００９６】
　本発明に係る光学的距離計測装置の実施例１を以下に図５を参照しつつ説明する。この
図５は、本実施例の光学的距離計測装置の構成を示す概略図である。
　以下、説明を簡単にするために、変調しないＤＰＣ的な手法を用いて一つのビームによ
る位相取得方法について説明するが、ヘテロダイン信号を作成する音響光学素子や１次元
または２次元の走査系を経て、きわめて隣接した２つのビームを作成するヘテロダイン法
においても、同様に説明できる。
【００９７】
　この図５に示すように、光を照射する光源であって半導体レーザーとされるレーザー光
源２１が、図示しない光学装置を介して対物レンズ３１と対向して配置されている。この
レーザー光源２１から出射された光は、図示しないコリメーターレンズにより平行光とな
り、対物レンズ３１に入射される。そして、対物レンズ３１を透過した光が、透過物の測
定対象物である試料Ｓに収束して照射される。
【００９８】
　本実施例においては、図５に示すように試料Ｓを透過して回折された光束を平行な光束
に集光するための集光レンズ３６を０次回折光の光軸Ｌ０に対して傾斜して設置している
。このことで、０次回折光の一部だけでなく、同じレンズを用いた場合に比較してより高
い空間周波数を有した１次回折光の一部を取り入れることができる。つまり、本実施例に
おいては、試料Ｓに照射された光が試料Ｓを透過するのに伴い回折されて０次回折光と１
次回折光とになる。さらに、これら０次回折光の一部と１次回折光の一部とが、０次回折
光と１次回折光との間の中間的な傾き角を有した光軸Ｌ３だけ傾けた状態の集光レンズ３
６に入射される。この集光レンズ３６は実質的にフーリエ変換レンズであり、試料Ｓのフ
ーリエ変換パターンがこの集光レンズ３６により伝達される。
【００９９】
　この集光レンズ３６の下方の光軸Ｌ３上には、集光レンズ３６から出射された平行な光
束を右方向に分割するための分離素子であるビームスプリッター３８が配置されている。
そして、光束が直進して送られる光路Ｂ１とビームが直角に曲がって送られる光路Ｂ２と
に、このビームスプリッター３８により光束であるビームを２つの光路に分岐する。
【０１００】
　光軸Ｌ３に沿った光路Ｂ１上には、ロンボイドプリズム３９が配置されている。このロ
ンボイドプリズム３９の一面が半透鏡３９Ａとされ、この半透鏡３９Ａと反対の面が半透
鏡３９Ｂとされていて、それぞれの面を通過あるいは反射して光を受光する位置には、受
光素子４０、４１が配置されている。これに対して、光軸Ｌ３に対して直交する光路Ｂ２
上には、ロンボイドプリズム３９と同様のロンボイドプリズム４９が配置されている。こ
のロンボイドプリズム４９の一面が半透鏡４９Ａとされ、この半透鏡４９Ａと反対の面が
半透鏡４９Ｂとされていて、それぞれの面を通過あるいは反射して光を受光する位置には
、受光素子５０、５１が同じく配置されている。
【０１０１】
　各光路Ｂ１、Ｂ２の光束の断面はそれぞれ円形とされるが、光路Ｂ１の光束を図５の紙
面に対して垂直な方向で半分に分割した半円形の半円ビームＢＡ、ＢＢにそれぞれ分割す
る。同じく、光路Ｂ２のビームを図５の紙面に対して垂直な方向で半分に分割した半円形
の半円ビームＢＣ、ＢＤにそれぞれ分割する。
【０１０２】
　ここで、半円ビームＢＡ、ＢＣは０次回折光の図５における進行方向の右側半分のエリ
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アであるものの、低周波の１次回折光を含む。このエリアを以下、０次回折光エリアと呼
ぶ。また、半円ビームＢＢ、ＢＤは１次回折光を含むエリアである。このエリアを以下、
１次回折光エリアと呼ぶ。図６および図７は、２つに分岐された光路Ｂ１、Ｂ２のそれぞ
れの光束と遅延素子の関係を示す図である。図６に半円ビームＢＡ、ＢＢを相互に離して
表示し、図７に半円ビームＢＣ、ＢＤを相互に離して表示してある。
【０１０３】
　光路Ｂ１の半円ビームＢＡの図６の上側半分（図６の下側半分でもよい）は、1/4波長
板とされて第１の遅延素子でもある遅延素子４３Ａによりπ/2だけ位相が遅れた光を生じ
させる。そして、半円ビームＢＡと半円ビームＢＢは、ロンボイドプリズム３９の半透鏡
３９Ａと半透鏡３９Ｂにより平行シフトして、図８に示すように合成される。他方、光路
Ｂ２の半円ビームＢＤの図７の上側半分は、1/4波長板とされて第２の遅延素子でもある
遅延素子４３Ｂによりπ/2だけ位相が遅れた光を生じさせる。また、半円ビームＢＤの図
７の下側半分は、1/2波長板とされて第２の遅延素子でもある遅延素子４３Ｃによりπだ
け位相が遅れた光を生じさせる。そして、半円ビームＢＣと半円ビームＢＤは、同様のロ
ンボイドプリズム４９の半透鏡４９Ａと半透鏡４９Ｂにより平行シフトして、同様に合成
される。
【０１０４】
　上記したように遅延素子４３Ａが位置する半円ビームＢＡは０次回折光エリアであり、
遅延素子４３Ｂが位置する半円ビームＢＤは１次回折光エリアであるが、π/2の位相差を
生じさせる遅延素子４３Ａ、４３Ｂの位置関係を、相互に異なる回折光エリアであればど
のように配置してもよい。また、遅延素子４３Ｃは半円ビームＢＣの下側半分に位置して
もよい。
【０１０５】
　ここで、ロンボイドプリズム３９により合成された光路Ｂ１の半円ビームＢＡ、ＢＢは
、第１の受光素子である受光素子４０に送られる。また、ロンボイドプリズム４９により
合成された半円ビームＢＣ、ＢＤは、第２の受光素子である受光素子５０に送られる。尚
、この受光素子５０はビームスプリッター３８により分岐されたもう一つの光路Ｂ２にお
ける受光素子４０に対応する受光素子である。他方、受光素子４０は、紙面を境界として
紙面垂直方向に２分割されている分割受光素子４０Ａ、４０Ｂにより形成されている。つ
まり、受光素子４０の上側部分を分割受光素子４０Ａとし、下側部分を分割受光素子４０
Ｂとする。同様に、受光素子５０の上側部分を分割受光素子５０Ａとし、下側部分を分割
受光素子５０Ｂとしている。
【０１０６】
　以上より、受光素子４０で受光される光束は、０次回折光エリアの半円ビームＢＡと１
次回折光エリアの半円ビームＢＢが合成されたものである。これに伴い、０次回折光エリ
アの1/2π位相遅れの光と１次回折光エリアの光とを干渉させた光束の上側半分が、受光
素子４０の上側部分の分割受光素子４０Ａで受光される。一方、０次回折光エリアの光と
１次回折光エリアの光とを位相遅れなく干渉させた光束の下側半分が、受光素子４０の下
側部分の分割受光素子４０Ｂで受光される。
【０１０７】
　同様に、受光素子５０で受光される光束は、０次回折光エリアの半円ビームＢＣと１次
回折光エリアの半円ビームＢＤが合成されたものである。これに伴い、１次回折光エリア
の1/2π位相遅れの光と０次回折光エリアの光とを干渉させた光束の上側半分が、受光素
子５０の上側部分の分割受光素子５０Ａで受光される。一方、１次回折光エリアのπ位相
遅れの光と０次回折光エリアの光とを干渉させた光束の下側半分が、受光素子５０の下側
部分の分割受光素子５０Ｂで受光される。
【０１０８】
　以上より、０次回折光エリアの光を基準とすれば、分割受光素子４０Ａでは１次回折光
エリアの光が1/2π進んで受光され、分割受光素子４０Ｂでは１次回折光エリアの光が同
位相で受光され、分割受光素子５０Ａでは１次回折光エリアの光が1/2π遅れて受光され
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、分割受光素子５０Ｂでは１次回折光エリアの光がπ遅れて受光される。
【０１０９】
　さらに、前述の分割受光素子４０Ａ、４０Ｂや分割受光素子５０Ａ、５０Ｂが、これら
分割受光素子４０Ａ、４０Ｂや分割受光素子５０Ａ、５０Ｂからの信号を比較するための
比較器７にそれぞれ接続されている。そして、この比較器７が、最終的にデータを処理し
て試料Ｓのプロフィル等を得るデータ処理部８に繋がっている。このため、比較器７及び
データ処理部８が、受光素子４０の分割受光素子４０Ａ、４０Ｂ間の出力和や出力差およ
び、受光素子５０の分割受光素子５０Ａ、５０Ｂ間の出力和や出力差を検出する出力和差
検出部とされている。
【０１１０】
　次に、このような干渉光がどのような情報をもたらすかを説明する。
　説明を簡単にするために、試料Ｓが高さｈでピッチdの正弦波状の形状をしているもの
とすれば、光学的な位相θが以下の式で表される。
　θ＝2π(h/λ)sin(2πx/d－θ０)・・・・・（９）式
　試料Ｓから回折された光の振幅Ｅは、焦点距離ｆだけ離れた面においては、（９）式の
フーリエ変換と対物レンズ３１の開口とのコンボリューションとして、与えられるので、
以下のように表される。ただし、（９）式の位相のフーリエ変換であるベッセル関数は±
１次まで取るものとする。
【０１１１】
【数３】

【０１１２】
　この（１０）式の振幅Ｅを有した光を集光レンズ３６にて集光する。このとき、対物レ
ンズ３１の開口に対応する０次回折光の出射範囲内の角度である出射角度ξの位置に、図
５に示す集光レンズ３６の光軸Ｌ３があるように傾斜して集光レンズ３６を配置する。
　以下の説明を簡単にするために、光軸Ｌ３の傾斜角を出射角度ξに一致するようにする
が、０次回折光J0が入射されれば、この角度よりも大きくても良く、小さくても良い。　
このように光軸Ｌ３の傾斜角が変化すると、これに伴い、以下に説明するように０次回折
光エリアが変わるので、０次回折光J0と１次回折光J1との干渉領域が変わるが、本質的に
は定量化の議論に影響を与えない。
【０１１３】
　以下、同様に説明を簡単化するために、集光レンズ３６を対物レンズ３１のＮＡと一致
させる。但し、対物レンズの半径をa、焦点距離をfとする。図９は、位相ピッチdが0＜λ
f/d＜a/2の場合の０次回折光エリアと±１次回折光エリアを示す模式図であり、０次回折
光及び±１次回折光の各領域を表す。
【０１１４】
　集光レンズ３６に入射される０次回折光エリアは１点鎖線Ｘ１と１点鎖線Ｘ２との間の
領域とされ、同じく１次回折光エリアは１点鎖線Ｘ２よりも右側の領域とされる。図５に
示すように、ロンボイドプリズム３９により光束が平行シフトして重ね合わせるわけだが
、ロンボイドプリズム３９の半透鏡３９Ａで反射される０次回折光エリアと、半透鏡３９
Ｂで反射される１次回折光エリアとでは、実質的な光路差が生じている。但し、ロンボイ
ドプリズム３９をガラス等の熱膨張が小さく安定な物質で構成すれば、その光路差は一定
であり、この行路差をθ1とする。
【０１１５】
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　従って、０次回折光エリアの半円ビームＢＡは１次回折光エリアの半円ビームＢＢにロ
ンボイドプリズム３９により平行シフトされて、重ね合わされる結果として、各回折光は
図１０（Ａ）～（Ｄ）に示したような重なり方になる。具体的には、図９（Ａ）に示す０
次回折光J0は、０からaまでの０次回折光エリアが全体としてaだけシフトされるので、図
１０（Ａ）に示すようになる。同様に、図９（Ｃ）に示す－１次回折光-J1も同様なシフ
トを受けるので、図１０（Ｄ）に示すようになる。
【０１１６】
　図９（Ｂ）に示す１次回折光J1は、０次回折光エリアと１次回折光エリアの両方にまた
がるので、それぞれシフトを受ける部分とシフトを受けない部分に分かれ、かつ、１次回
折光エリアでの光路差θ１が加わる。この様子が図１０（Ｂ）、（Ｃ）に示すようになる
。すなわち、図９（Ｂ）の０次回折光エリアの部分はaだけシフトするが、１次回折光エ
リアの部分はそのままである。
　この各部の重なり部分を考慮すると、振幅分布Ｅは以下の式から求まる。
【０１１７】

【数４】

【０１１８】
　ここで、上記（１１）式のαとβは各遅延素子の位相を反映した変数となる。すなわち
、０次回折光エリアの半円ビームＢＡが遅延素子４３Ａにより遅延し、１次回折光エリア
の半円ビームＢＢがそのままとなる光を受光する分割受光素子４０Ａでは、α＝j、β=１
となる。０次回折光エリアの半円ビームＢＡと１次回折光エリアの半円ビームＢＢが両方
ともそのままとなる光を受光する分割受光素子４０Ｂでは、α＝１、β＝１となる。
【０１１９】
　また、１次回折光エリアの半円ビームＢＤが遅延素子４３Ｂにより遅延し、０次回折光
エリアの半円ビームＢＣがそのままとなる光を受光する分割受光素子５０aでは、α＝１
、β＝ｊとなる。１次回折光エリアの半円ビームＢＤが遅延素子４３Ｃにより遅延し、０
次回折光エリアの半円ビームＢＣがそのままとなる光を受光する分割受光素子５０Ｂでは
、α＝１、β＝－１となる。
【０１２０】
　受光素子４０、５０は光の干渉した強度情報を受光することになるので、（１１）式の
強度を計算すればよい。強度をＩとすると、分割受光素子４０Ｂと分割受光素子５０Ｂで
は（複合同順）、強度Ｉが下記の式により求まる。
【０１２１】
【数５】

【０１２２】
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　同じく強度をＩとすると、分割受光素子４０Ａと分割受光素子５０Ａでは（複合同順）
、強度Ｉが下記の式により求まる。
【０１２３】
【数６】

【０１２４】
　従って、分割受光素子４０Ｂと分割受光素子５０Ｂの差出力ΔＩｂおよび、分割受光素
子４０Ａと分割受光素子５０Ａの差出力ΔＩａは、以下のようになる。
【０１２５】

【数７】

【０１２６】
　一般的に位相変化が小さいとJ0>J1であるので、（１２）式、（１３）式の2J12sinθ0c
os(θ0＋θ1)を下記（１２）'式、（１３）'式のようにそれぞれ無視できる。
【０１２７】
【数８】

【０１２８】
（１２）'式と（１３）'式の比を取得することにより、tanθ＝tan(θ0+θ１)より位相θ
が計測できる。この位相θは遅延素子の有する位相差を含んでいるが、前述したように本
実施例を構成した時点で決定される量なので、計測の原点をどこに置くかということと等
価となり、無視できる。さらに、実際の振幅分布をＥｏとすると共に位相をΘとすると、
下記式のようになる。
【０１２９】
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【数９】

【０１３０】
　以上の考え方で試料Ｓのピッチｄと照射ビーム半径とされる対物レンズの半径aと関連
付けると、以下の関係を得る。但し、上記したようにJ0>J1とする。
【０１３１】

【数１０】

【０１３２】
　横軸をλｆ／ｄとし、縦軸を変調量とすると、図１１に示すようにＭＴＦ曲線に準じた
本実施例の特性曲線Ｃを得ることができる。そして、通常のＭＴＦ曲線では対物レンズの
カットオフの周波数は２ａになるのに対して、本実施例では、この周波数より高い３ａの
周波数まで取得することが可能となることが、この特性曲線Ｃより分かる。
【０１３３】
　また、０次回折光エリアに含まれる１次回折光成分を０次回折光と区別することは本来
困難であったが、本実施例により、０次回折光エリアの１次回折光を計算して区別するこ
とが可能となる。すなわち、図１や図４に示す光学系のようにレーザー光を走査すること
により、空間周波数が電気的な変調信号に変換されるのに対して、ヘテロダイン検波もし
くは変調周波数自体の分析により、この空間周波数の情報を電気的な周波数に変換できる
。
【０１３４】
　従って、上記した一連の空間周波数の変調度を電気的な周波数フィルタにより、本来の
１次回折光の大きさを自動的に抽出可能となる。図１１において、横軸に沿って線形に変
化する０～ａ、２ａ～３ａの範囲の部分については、周波数の変動に対してゲインを双曲
線的に変化することにより、ゲインを一定にできる。これに対して、変調量が一定になっ
ているａから２ａまでのフラット部ＣＦを一定のゲインにすれば、実効上、周波数依存の
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ない、すなわち、空間周波数に依存しない一定の変調度に、０～３ａの範囲を修正できる
。
【０１３５】
　以上のように、εの空間周波数依存性を修正することにより、従来のレンズによる空間
周波数の落ち分を修正することができる。これに伴って、実質的に０次回折光エリアに含
まれる１次回折光の量を見積もることができ、結果として、γ=J1/J0を正しく評価可能と
なる。また、本実施例によれば、取得する空間周波数の情報を高くすることができる。す
なわち、従来のレンズで獲得できなかった空間周波数まで取得することができるので、位
相情報を正しく計算でき、かつ細胞等の透明体の位相情報に対して実効上の超解像を実現
することができる。
【０１３６】
　なお、上記した集光レンズ３６に入射される０次回折光エリアの光として、０次回折光
が実質的に入射されるようにすれば、どのように光軸Ｌ３の傾斜を与えてもよい。たとえ
ば、わずかに０次回折光が入射されるように設定した場合、１次回折光との干渉範囲が実
効的に広がるので、上記したものよりも空間周波数を大きくできる。この場合、図１１の
特性曲線Ｃにおけるフラット部ＣＦが実効的に大きくなるので、空間周波数の低周波部と
高周波部を除くとほぼ空間周波数の取得可能な全範囲で、特性をフラットにできる。従っ
て、上記のような周波数フィルタを用いる必要性がなくなる。
【０１３７】
　しかしながら、この場合には０次回折光との干渉度が減るので、受光素子のゲインを高
くする必要性が生じ、ＳＮ比の劣化をもたらすことになる。逆に、０次回折光エリアを拡
大すると、取得する空間周波数の領域および空間周波数のフラット部が減少するので、周
波数フィルタをかけたほうが良好な特性を得ることができる。この場合には、取得信号の
ＳＮ比も良好となる。他方、対物レンズ３１による影響はあまりなく、集光レンズ３６に
より分解能が決定されるので、本実施例によれば、視野範囲が広く、かつ横分解能の高い
光学系を実現することもできる。これは、通常の結像光学系には見られない大きな特徴の
一つとなる。なお、図５における受光素子４１の役割は受光素子４０と同じで、光を有効
に使用するために用いている。
【０１３８】
　ここで、本実施例の変形例として図１２に示すものが考えられ、以下にこの変形例を説
明する。この変形例では、プリズム３９、４９の替わりに、キューブ型のビームスプリッ
ター６０Ａ、６０Ｂを２つ並べた形のビームスプリッター６０を採用する。これにより、
２つのビームスプリッター６０Ａ、６０Ｂがそれぞれ例えば図５に示すプリズム３９の半
透鏡３９Ａと半透鏡３９Ｂが有する機能を構成する。同じくキューブ型のビームスプリッ
ター６１Ａ、６１Ｂを２つ並べた形のビームスプリッター６１が、プリズム４９の半透鏡
４９Ａと半透鏡４９Ｂが有する機能を構成する。従って、本変形例によっても、上記にお
いて説明した実施例と同一の作用効果を奏することになる。
【実施例２】
【０１３９】
　次に、本発明に係る光学的距離計測装置の実施例２を以下に図１３を参照しつつ説明す
る。本実施例では、一つの集光レンズ３６にて位相情報を定量化する光学系について、図
１３に基づき述べる。
　図１３に示すように、本実施例においても、レーザー光源２１が図示しない光学装置を
介して対物レンズ３１と対向して配置されており、対物レンズ３１を透過したレーザー光
が、透過物の試料Ｓに収束して照射される。試料Ｓに照射されたレーザー光は、光軸Ｌ０
上に位置する集光レンズ３６により集光されて、平行な光束とされる。
【０１４０】
　レーザー光の光軸Ｌ０上の集光レンズ３６の直下の位置には、ビームスプリッター７１
が配置されている。このビームスプリッター７１は、相互に逆向きに光束を分離するため
の２つのビームスプリッター７１Ａ、７１Ｂを図１３の左右方向に並べて形成した構造と
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されている。従って、このビームスプリッター７１にて、光軸Ｌ０を境界として相互に反
対方向の２方向と２つの透過方向の計４経路に光束が分離される。
【０１４１】
　図１３に示す光軸Ｌ０を境界とした右側には、ブロック１とブロック２とを組み合わせ
た光学系が配置されている。各ブロック１、２は、ビームスプリッター７２、７３、受光
素子８１、８２、遅延素子４３Ａ、４３Ｂ、４３Ｃ等から構成されている。これらブロッ
ク１とブロック２は、０次回折光エリアと１次回折光エリアを含み、これらブロック１、
２の組み合わせは、図５に示したビームスプリッター３８で分離された後の光学系と実質
上同一となっている。
　他方、ブロック３とブロック４は、０次回折光エリアと－１次回折光エリアを含み、ブ
ロック１とブロック２の対称系の配置となっていて、ブロック１、２と同様の構成とされ
る。このため、これらブロック３、４の組み合わせは、図５に示した実施例では示されて
いない－１次回折光エリアを含む光学系となっているが、図５の実施例と実質上同様に機
能する。
【０１４２】
　以上より、各ブロック１～４において、図５に示す実施例と同様な作用を奏することに
なる。本実施例によれば、図５で示された実施例１のような空間周波数の極めて高い情報
を得られないが、きわめて簡単な構成で位相情報の定量化が図れることになる。従って、
本実施例では、図１１で示した特性曲線Ｃのフラット部ＣＦがなくなるような特性となる
が、前述したレーザー光の走査に伴う空間周波数の電気的周波数変換による周波数フィル
タが、極めて有効に作用し、集光レンズ３６の本質的に有するＭＴＦによる欠落情報を再
生することができる。
【０１４３】
　以上より、本実施例では、集光レンズ３６が本来有する試料Ｓの位相情報を正しく反映
した計測値を得ることが可能となる。さらに、各ブロック１～４が、ビームスプリッター
７２、７３、受光素子８１、８２、遅延素子４３Ａ、４３Ｂ、４３Ｃ等を有している。ま
た、図示しないものの前述の比較器７にこれら各ブロック１～４の受光素子８１、８２が
それぞれ接続され、この比較器７がデータ処理部８に繋がっている。このことから、図５
に示す実施例１と同様な作用効果が本実施例でも得られることになる。また、ビームスプ
リッター７１Ａ、７１Ｂを適正量だけずらしつつ図１３の紙面に対して垂直方向等の複数
の方向に各ブロック１～４の光学系をそれぞれ配置することが考えられる。このように各
ブロック１～４を複数配置することで、対物レンズ３１側から試料Ｓを見たときの複数の
方向に関する計測値をそれぞれ得ることもできる。
【実施例３】
【０１４４】
　本発明に係る光学的距離計測装置の実施例３を以下に図１４を参照しつつ説明する。
　図１４は、本実施例の光学的距離計測装置の構成を示す概略図である。本実施例は、こ
の図１４に示すように、０次回折光と１次回折光との間に±π／２やπの位相差を与える
手段として、正弦波状に形成されたグレーティングである回折格子５４をレンズ５２の焦
点に配置した構造としている。
【０１４５】
　具体的に本実施例では、図１４に示すように、傾いた光軸Ｌ３上に集光レンズ３６を配
置し、０次回折光と1次回折光を含む光束を平行光束としている。この集光レンズ３６の
下方に図５と同様のビームスプリッター３８が配置され、この平行光束をこのビームスプ
リッター３８が分岐している。さらに、分岐された一方の平行光束とされる０次回折光と
1次回折光を含む光束をビームスプリッター３８の下方に位置するレンズ５２で絞り、そ
の焦点面付近に回折格子５４を配置する。但し、この回折格子５４は正弦波位相回折格子
である位相型のグレーティングとする。
【０１４６】
　そして、０次回折光エリアに含まれる試料Ｓで回折された０次回折光と１次回折光のそ
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れぞれをこの回折格子５４で干渉させ、また、１次回折光エリアに含まれる試料Ｓで回折
された１次回折光と０次回折光のそれぞれをこの回折格子５４で干渉させる。このことで
、試料Ｓで回折された０次回折光と１次回折光を実効的に干渉させるようにする。尚、図
１４において、斜線を施した部分が、０次回折光と１次回折光が重なる干渉部Ｋであるが
、光軸Ｌ３に対して、逆側にも同様な干渉部Ｋが存在する。さらに、受光素子５０でこの
干渉された光束を受光するが、この受光素子５０が図示しない前述の比較器７に接続され
、この比較器７がデータ処理部８に繋がっている。
【０１４７】
　他方、ビームスプリッター３８の位置において光軸Ｌ３に対して直交する方向には、同
様のレンズ５２、回折格子５４Ａ、受光素子５０が同様に配置されていて、上記と同様に
作用する。　但し、この回折格子５４Ａは正弦波振幅回折格子である強度型のグレーティ
ングとする。
【０１４８】
　ここで、正弦波振幅回折格子の振幅Ｅと正弦波位相回折格子の振幅Ｅとの値が、以下の
式により求まる。但し、以下の式では位相をθで表す。
　正弦波振幅回折格子では、下記の振幅Ｅとされる。
E=Ｅ0sin(2πx/d-θ)
　正弦波位相回折格子では、下記の振幅Ｅとされる。
【０１４９】
【数１１】

【０１５０】
　以上より、本実施例では、図１４に示したように、０次回折光と1次回折光を含む平行
光束をレンズ５２で絞り、その焦点面付近に回折格子５４、５４Ａを配置する。このとき
、上記した正弦波振幅回折格子では±π／２の位相ずれを生じさせ、正弦波位相回折格子
では同相か逆相の位相ずれである０、πの位相ずれを生じさせるので、これらの組み合わ
せを図５で示した遅延素子の関係に当てはめれば、図５に示す実施例１と同様な光学系を
形成することができる。
【０１５１】
　また、回折格子５４、５４Ａのピッチがレンズ５２で絞ったビーム径と同じくらいの大
きさであった場合、上記式の位相θに敏感になる。従って、ビームの焦点位置と回折格子
５４、５４Ａの位置を相対的に調整することにより、位相θが決まる。たとえば、正弦波
振幅回折格子において位相θ＝０とすれば、０次回折光と±１次回折光の間で±π／２と
なり、位相θ＝－π／２とすれば、０次回折光と±１次回折光の間で逆相となる。この結
果、図５に示す実施例１と同様に、０次回折光と１次回折光との間に±π／２やπの位相
差が生じるようになる。
【０１５２】
　ここで、本実施例の変形例をこの図１４に基づき説明する。例えば、分岐した一方の光
束が照射される回折格子５４を位相型のグレーティングとし、この一方の光束に関しては
、光軸Ｌ３を中心として０次回折光と±１次回折光が同相か逆相になるようにこの回折格
子５４を位置調整して配置する。これとは別に、分岐した他方の光束が照射される回折格
子５４Ａを強度型のグレーティングとし、この他方の光束に関しては、この回折格子５４
Ａを±１／４ピッチだけずらして配置する。この結果、本変形例では、０次回折光と１次
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回折光との間にπ／４や３π／４の位相差が生じるようになる。
【実施例４】
【０１５３】
　本発明に係る光学的距離計測装置の実施例４を図１５を参照しつつ、以下に説明する。
　図１５は、本実施例の光学的距離計測装置の構成を示す概略図である。この図１５に示
すように、本実施例においては、０次回折光の光軸Ｌ０に対して、集光レンズ３６を傾斜
して設置している。このことで、０次回折光の一部だけでなく、同じレンズを用いた場合
に比較してより高い空間周波数を有した１次回折光の一部を取り入れ、結像光学系にて干
渉を実現している。なお、図示しないものの、本実施例においては、軸Ｌ０に対して対象
な位置に同様な光学系が配置されている。
【０１５４】
　集光レンズ３６を傾けて０次回折光の一部と１次回折光の一部を取得するところまでは
、図５や図１４の実施例と同様である。本実施例では、集光レンズ３６により平行光束に
した回折光同士をレンズ５２にて集光する。このレンズ５２により回折光同士が焦点近傍
で重なり合って、実質的に干渉する。ただし、０次回折光と±１次回折光との干渉ではな
いので、試料Ｓ自体の結像とは異なる。
【０１５５】
　この一方、本実施例でも、図１４の実施例３と同様に集光レンズ３６とレンズ５２との
間にビームスプリッター３８が配置されている。但し、本実施例ではビームスプリッター
３８Ａがさらに配置され、ビームスプリッター３８で分岐された平行光束をこのビームス
プリッター３８Ａでさらに分岐するようになっている。
【０１５６】
　このビームスプリッター３８Ａの図１５の下側には、遅延素子４３Ａが配置されるだけ
でなく、レンズ５２、拡大光学系５３、受光素子５０が同様に配置されている。また、ビ
ームスプリッター３８Ａの図１５の右側には、遅延素子４３Ｂ、４３Ｃが配置されるだけ
でなく、レンズ５２、拡大光学系５３、受光素子５０が同様に配置されている。なお、こ
れら拡大光学系５３は、レンズ５２の実効的な焦点距離を長くして、干渉縞自体等を拡大
するような機能を有している。つまり、レンズ５２の実効的な焦点距離を長くすることで
、干渉縞のピッチを広げることができる。
【０１５７】
　本実施例によれば、光軸Ｌ３沿いのレンズ５２、拡大光学系５３、受光素子５０を有し
ている。これに伴い、この拡大光学系５３により干渉縞自体を拡大し、受光素子５０の大
きさにほぼ等しくすれば、１次回折光で自然と逆位相となるので、０次回折光がバイアス
になるような形で明暗が逆になる。この様にすれば、極めて簡単に空間周波数の高い領域
まで、情報を取得することができるようになる。本実施例の場合、レンズ５２を用いてい
るので、このレンズ５２に入射される０次回折光と１次回折光の位相差がそのまま反映さ
れる程度の波面収差は許容される。したがって、高額なレンズを用いる必要性がなくなる
。
【０１５８】
　さらに、本実施例によれば、ビームスプリッター３８、３８Ａ、遅延素子４３Ａ、４３
Ｂ、４３Ｃ、レンズ５２、拡大光学系５３及び受光素子５０が配置され、これらビームス
プリッター３８、３８Ａにより光束が分岐され、最終的に２つの受光素子５０がそれぞれ
光束を受光する。また、図示しないものの、前述の比較器７に２つの受光素子５０それぞ
れ接続され、この比較器７がデータ処理部８に繋がっている。このことから、図５に示す
実施例１と同様な作用効果が本実施例でも得られることになる。
【実施例５】
【０１５９】
　本発明に係る光学的距離計測装置の実施例５を図１６を参照しつつ、以下に説明する。
　図１６は、本実施例の光学的距離計測装置の構成を示す概略図である。
　この図１６に示すように、本実施例においては、試料Ｓに収束した光を入射せず、比較
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的大きな径を有する平行光束を入射することとする。この場合において、０次回折光の光
軸Ｌ０に対して集光レンズ３６を傾斜して設置することとした。このことで、０次回折光
の一部だけでなく、同じレンズを用いた場合に比較してより高い空間周波数を有した１次
回折光の一部を取り入れることができる。なお、図示しないものの、本実施例においては
、光軸Ｌ０に対して対象な位置に同様な光学系が配置されている。
【０１６０】
　本実施例では、０次回折光および１次回折光をそれぞれ集光光束とするが、集光レンズ
３６のそれぞれの焦点位置に焦点を有する別々のレンズ６４，６５を配置し、これらのレ
ンズ６４，６５により集光光束を平行光束とする。この様に平行光束にした以降は、図５
に示す実施例の光学系を用いて、０次回折光の一部と１次回折光の一部とを干渉させる。
つまり、本実施例によれば、図１６に示すように、ビームスプリッター３８Ｂ、３８Ｃ、
ビームスプリッター７２、７３、遅延素子４３Ａ、４３Ｂ、４３Ｃ、受光素子４０、５０
、比較器７、データ処理部８等を有している。このことから、図５に示す実施例１と同様
な作用効果が本実施例でも得られることになる。
【０１６１】
　本実施例の場合、試料Ｓに入射される光束径は大きいので、面内の情報が平均化されて
しまう。そこで、入射された平行光束に図示しない制限開口を設けることで、その部分の
情報として解釈するか、もしくは規則正しいパターン中の不規則パターンの検出が可能と
なる。つまり、規則正しい１次回折光の方向が設計上予め分かっているので、その１次回
折光の方向は集光レンズ３６の焦点にマスクすることで抑えることができる。
【０１６２】
　この一方、それ以外の成分はレンズ６４、６５に入射されるので、欠陥部からの情報を
検出することができる。たとえば、半導体ウェハー上の欠陥検査や、ナノ構造の不均一性
の検査等への適用が可能である。
【０１６３】
　以上、本発明に係る実施の形態を説明したが、本発明は前述の実施の形態に限定される
ものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々変形して実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１６４】
　本発明の光学的距離計測装置は、試料との間の距離や試料の形状を計測できるだけでな
く、顕微鏡等のさまざまな種類の測定機器に適用可能となる。
　また、本発明の光学的距離計測装置は、顕微鏡だけでなく、さまざまな種類の光学機器
や波動を有する電磁波を用いた計測機に適用でき、これら光学機器や波動を有する電磁波
を用いた計測機の分解能を向上することができるものである。
【符号の説明】
【０１６５】
　　７　　比較器
　　８　　データ処理部
　２１　　レーザー光源
　３０　　瞳伝達レンズ系
　３１　　対物レンズ
　３６　　集光レンズ
　３８　　ビームスプリッター
　３９　　ロンボイドプリズム
　４０　　受光素子
　４０Ａ、４０Ｂ　　分割受光素子
　４３Ａ　　遅延素子
　４３Ｂ、４３Ｃ　　遅延素子
　４９　　ロンボイドプリズム
　５０　　受光素子
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　５０Ａ、５０Ｂ　　分割受光素子
　５２　　レンズ
　５３　　拡大光学系
　５４　　グレーティング
　５５、５６　　レンズ
　５７、５８　　受光素子
　６４、６５　　レンズ
　Ｂ１、Ｂ２　　光路
　ＢＡ、ＢＢ　　半円ビーム
　ＢＣ、ＢＤ　　半円ビーム
　　Ｓ　　試料
　Ｌ０、Ｌ１、Ｌ２、Ｌ３　　光軸

【図１】 【図２】
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【図１０】 【図１１】
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【図１４】 【図１５】
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